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令和４年（ネ）第１６７５号 「結婚の自由をすべての人に」控訴事件 

控 訴 人  控訴人１ 外５名 

被控訴人  国 

第１準備書面 

 （社会情勢の変化について） 

２０２３年（令和５年）４月７日 

大阪高等裁判所第１４民事部Ｂ３係 御中 

控訴人ら訴訟代理人弁護士 大 畑 泰次郎 

 同 寺 野 朱 美 

同 三 輪 晃 義 

同 山 岸 克 巳 

同 佐 藤 倫 子 

同 宮 本 庸 弘 

同訴訟復代理人 同 森 本 智 子 

同 松 本 亜 土 

【リンクはご自由にお貼りください】 
【有償配布 及び Web（ホームページ、ブログ、facebook等）へのアップロードや転載はおやめください】 
・「結婚の自由をすべての人に」関西訴訟（大阪高裁）・第２回期日（２０２３年４月１１日）に提出された書面です。
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第１ はじめに  - -- - -  本準備書面の目的  

控訴人らは，本準備書面において，控訴審第２回口頭弁論期日に至るまで

の事実関係を中心に，国内外の更なる社会情勢の変化について主張立証をす

る。  

 

第２ 日本国内における動き  

１ 政府・国会の状況  

⑴ ２０２１年１０月１１日，衆議院本会議において立憲民主党の枝野

幸男議員が岸田文雄首相に対し「同性カップルによる婚姻を可能にす

る法制度の実現を目指します。担当の大臣も設けます。これらについ

ての総理の見解をお聞きいたします。」と質問したところ，岸田首相

は「同性婚制度の導入については，我が国の家族の在り方の根幹に関

わる問題であり，極めて慎重な検討を要するものであると考えます。

また，性的指向，性自認を理由とする不当な差別や偏見はあってはな

らないと考えます。多様性が尊重され，全ての人々が互いの人権や尊

厳を大切にし，生き生きとした人生を享受できる共生社会の実現に向

け，関係大臣が連携して，しっかりと取り組んでまいります。」と答

弁した（甲Ａ６２７）。 

⑵ ２０２１年１０月１２日，参議院本会議において立憲民主党の福山

哲郎議員が岸田首相に対し「報道によると，先日，同性婚の実現を求

めて永田町にも足を運ばれていたある女性ががんで亡くなりました。

この方は，一昨年十二月の院内集会で，この命の話はどうか急いで決

めてください，私が死ぬ前にどうか頼みますと言われていたそうです。

今も生活上の困難を抱えながら同性婚の裁判を闘われている原告の

方々がいらっしゃいます。総理は，一度でも同性婚やＬＧＢＴ平等法

を求める集会に出席されて，当事者の話を聞かれたことがありますか。

【リンクはご自由にお貼りください】 
【有償配布 及び Web（ホームページ、ブログ、facebook等）へのアップロードや転載はおやめください】 
・「結婚の自由をすべての人に」関西訴訟（大阪高裁）・第２回期日（２０２３年４月１１日）に提出された書面です。



5 
 

岸田総理，同性婚を実現されるおつもりがあるのですか。お伺いしま

す。」と質問したところ，岸田首相は「性的指向，性自認を理由とす

る不当な差別や偏見はあってはならないと考えます。また，同性婚に

関しては，様々な意見や要望があることは承知しておりますが，その

導入については，我が国の家族の在り方の根幹に関わる問題であり，

極めて慎重な検討を要するものであると考えております。いずれにせ

よ，多様性が尊重され，全ての人々がお互いの人権や尊厳を大切にし，

生き生きとした人生を享受できる共生社会の実現に向け，引き続き

様々な国民の声を受け止め，しっかりと取り組んでまいります。」と

答弁した（甲Ａ６２８）。 

⑶ ２０２１年１２月８日，衆議院本会議において，立憲民主党の西村

智奈美議員が岸田首相に対し「性的指向によって結婚を認めないこと

は不当な差別ではないのか，明確にお答えください。」と質問したと

ころ，岸田首相は「性的指向，性自認を理由とする不当な差別や偏見

はあってはなりませんが，同性婚制度の導入については，我が国の家

族の在り方の根幹に関わる問題であり，極めて慎重な検討を要するも

のであると考えております。いずれにせよ，全ての人々が，お互いの

人権や尊厳を大切にし，生き生きとした人生を送ることができる，多

様性が尊重される社会を実現すべく，しっかり取り組んでまいりたい

と考えます。」と答弁した（甲Ａ６２９）。 

⑷ ２０２２年１月１９日，衆議院本会議において，立憲民主党の小川

淳也議員が岸田首相に対し「同性婚の問題についても，そろそろ国会

は答えを出さなければなりません。与党に反対派が多数おられること

はよく承知の上で，総理に御提案です。夫婦別姓，同性婚など，個々

の人間観，人生観，社会観，家族観に関わるような政治課題について

は，必ずしも党派的政治色を前面に出すことは適切でなく，かつて子

【リンクはご自由にお貼りください】 
【有償配布 及び Web（ホームページ、ブログ、facebook等）へのアップロードや転載はおやめください】 
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供への臓器移植を議論したときと同様，例えば，各党が党議拘束を解

除し，それぞれの議員の良心と良識に委ね，法案の審議並びに採決を

行うことも検討に値すると思われますが，総理のお考えをお聞きした

いと思います。」と質問したところ，岸田首相は「同性婚制度の導入

については，我が国の家族の在り方の根幹に関わる問題であり，極め

て慎重な検討を要するものであると考えております。」と答弁した

（甲Ａ６３０）。 

⑸ ２０２２年４月２２日，第２０８回衆議院法務委員会において，日

本共産党の本村伸子衆議院議員から古川禎久法務大臣に対して，同性

婚に関する質問がなされている。本村伸子議員は，古川大臣に対し

「同性婚は，社会的な承認が存在しているとは言い難いというふうに

あります。社会的承認とは何ですか。どうしたら同性婚を認めること

ができるんでしょうか。どういう基準であれば社会的承認があると言

えるんでしょうか。大臣，お答えください。」と質問したところ，古

川大臣は「同性婚制度を導入すべきか否かは，我が国の家族の在り方

の根幹に関わる問題であり，国民各層の意見を踏まえる必要があると

考えておりまして，（略）まずは，引き続き，国会における議論や自

治体の取組等の動向を注視してまいりたいと存じます。」と答弁した

（甲Ａ６３１）。  

⑹ ２０２２年１０月５日，衆議院本会議において，立憲民主党の西村

智奈美議員が岸田首相に対し「昨年の代表質問でも，選択的夫婦別姓，

同性婚の実現など，多様な生き方を可能とする制度の導入を求めまし

たが，先送りとの回答でした。これらの政策に強く反対してきたのが

旧統一教会です。こうした政策判断の背景に旧統一教会と自由民主党

の関係が影響していなかったか，お聞かせください。旧統一教会との

関係を絶つというのであれば，これらの政策課題についても改めて政

【リンクはご自由にお貼りください】 
【有償配布 及び Web（ホームページ、ブログ、facebook等）へのアップロードや転載はおやめください】 
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府・与党内で議論，検討を進めていただきたいと考えますが，いかが

でしょうか。」と質問したところ，岸田首相は「性的指向，性自認を

理由とする不当な差別や偏見はあってはならないと考えており，政府

としては，多様性が尊重され，全ての人々がお互いの人権や尊厳を大

切にし，生き生きとした人生を享受できる共生社会の実現に向け，引

き続き，様々な国民の声を受け止め，しっかりと取り組んでまいりま

す。」「同性婚制度の導入については，我が国の家族の在り方の根幹

に関わる問題であり，極めて慎重な検討を要するものであると考えて

おります。」と答弁した（甲Ａ６３２）。  

⑺ 以上のとおり，政府は２０１５年２月１８日の参議院本会議におけ

る安倍晋三首相の答弁（甲Ａ３１２）以来，同性間の婚姻について

「極めて慎重な検討を要する」との答弁を繰り返しているが，政府で

も国会でも検討を始める様子がまったく見られないまま現在に至って

いる。 

 ２ 荒井勝喜前秘書官による同性カップルに対する差別的発言  

⑴ 岸田文雄首相の同性婚を巡る答弁  

２０２３年２月１日，第２１１回衆議院予算委員会において，立憲

民主党の西村智奈美議員から岸田首相に対し「同性婚の合法化に対し

て，総理は反対の意思を有しているのか」「慎重に検討するとはいつ

までに検討するのか明言してほしい」旨の質問がなされた。  

岸田首相は，「（同性婚の合法化については）日本の国民全てがそ

れによって大きな関わりを持つことになる，社会が変わっていく，こ

ういった問題でもあります。全ての国民にとっても，家族観や，価値

観や，そして社会が変わってしまう，こうした課題であります。だか

らこそ，社会全体の雰囲気，全体のありよう，こうしたものにしっか
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り思いを巡らした上で判断することが大事だということを申し上げて

おります。」と答弁した。  

  ⑵ 荒井前秘書官の差別的発言  

２０２３年２月３日夜，首相官邸において，荒井勝喜首相秘書官

（以下，｢荒井前秘書官｣という。）に対する取材が行われた。 

この取材で，荒井秘書官は，岸田首相の上記答弁の意図等を解説し

た。その際，荒井秘書官は「（同性婚の法制化により）社会の在り方

が変わる。秘書官室は全員反対で，身の回りも反対だ。同性婚導入に

なると，社会のありようが変わってしまう。国を捨てる人，この国に

いたくないと言って反対する人は結構いる。」「僕だって見るのも嫌

だ。隣に住んでいるのもちょっと嫌だ」等と発言した。 

同年２月４日，荒井前秘書官はこの発言を理由に更迭された。 

同年２月５日には「更迭だけでは終わらせない！＃岸田政権にＬＧ

ＢＴＱの人権を守る法整備を求めます」と題したオンライン署名活動

が始まった。現在，５万５０００人を超える署名が集まっている。 

  ⑶ 荒井前秘書官の差別的発言に対する反応 

２０２３年２月６日，岸田首相は，政府与党連絡会議において，

「多様性を尊重し，包摂的な社会を実現していく政府の方針について，

国民に誤解を生じさせたことは遺憾で，不快な思いをさせてしまった

方々におわびを申し上げる」と陳謝した。  

同日，第２１１回衆議院予算委員会において，荒井前秘書官の発言

について，松野博一官房長官は，「同性婚を認めたら国を捨てる人が

出てくる，見たらどう思うか，隣に住んでいたらどう思うか，これら

の点は不当な差別に取られる可能性が高いものだと考えております。

他の秘書官も同じ考えであるかということに関しては，これは，元秘
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書官も発言しているとおり，確認したわけでもなく，全く根拠のない

ものであるということでございます。」と述べている。  

また，同年２月８日，岸田首相は，上記荒井前秘書官の発言に対し

て，「今回の総理大臣秘書官の発言，これは，不当な差別と受け取ら

れても仕方ないものであり，政府の方針と全く相入れず，言語道断で

あり，不快な思いをさせてしまった方々におわびを申し上げなければ

ならないと思います。その上で，私の発言についてですが，これは，

同性婚制度の導入については，国民生活の基本に関わる問題であり，

国民一人一人の家族観とも密接に関わるものであり，その意味で，全

ての国民に幅広く関わる問題であるという認識の下に，社会が変わる

ということを申し上げたわけであります。（略）国民各層の意見，国

会における議論，あるいは同性婚に関する訴訟の動向，また地方自治

体におけるパートナーシップ制度の導入，こうした運用の状況を注視

していく必要がある，こうした慎重な検討が必要である，議論が必要

である，こういった意味で申し上げたわけであります。」と答弁して

いる。 

同年２月１７日，岸田首相は，当事者団体の代表者らと面会し，多

様性が尊重される社会の実現に努力する考えを表明した。 

同年３月６日，参議院予算委員会において，同性愛者であることを

公表している立憲民主党の石川大我参議院議員が岸田首相に対して

「私はいつ愛する人と結婚ができるようになるのでしょうか」と質問

したところ，岸田首相は「社会の理解や議論の深まりを進めることに

よって結論を出していく，こうした取り組みの進み具合によって，時

期が決まってくると考えます。」と明確な答弁を避けた。 

荒井前秘書官による差別的発言以降，岸田首相は上記以外にも国会

で同性婚法制化についてたびたび質問を受けているが，やはり「慎重
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な議論が必要である」との答弁に終始している。岸田首相が同年２月

８日以降，同性婚法制化に関して「議論」という言葉を使用したのは

両院合わせて実に９０回にのぼる。しかし，荒井前秘書官による差別

的発言を巡って強い批判を受けてもなお同性婚法制化に向けた「議論」

は始まる兆しすら見られない。 

  ⑷ 同性婚法制化に向けた動き 

    同年３月６日，立憲民主党と社会民主党は，衆議院に対して，民法

改正案「婚姻平等法案」を提出した。また，同年３月２９日，日本共

産党は，参議院に対して，「婚姻平等法案」を提出した。 

    また，国会外においても，同年３月１５日，公益社団法人「Ｍａｒ

ｒｉａｇｅ Ｆｏｒ Ａｌｌ Ｊａｐａｎ-結婚の自由をすべての人に」

が，同性婚を巡る具体的な議論の促進と結婚の平等（同性婚の法制化）

実現を目指して，「婚姻平等マリフォー法案」を発表した。 

    このように，国会の内外で，同性婚の法制化に向けた活発な動きが

みられている。しかし，政府及び与党は，同性婚の法制化どころか，

「ＬＧＢＴ理解増進法案」ですら成立させられない状況である。 

⑸ Ｇ７各国からの厳しい視線 

日本は，２０２３年５月に開催されるＧ７サミットの議長国である

ところ，Ｇ７の中で唯一同性カップルを保護する法律のない国である。

荒井前秘書官の差別的発言を契機に，エマニュエル駐日米大使が主導

して,日本を除く６か国と欧州連合（ＥＵ）の駐日大使が連名で，Ｌ

ＧＢＴＱの権利を守る法整備を促すよう岸田首相宛ての書簡（２０２

３年２月１７日付）を取りまとめている。書簡には，日本でＬＧＢＴ

Ｑの権利を守る法整備が遅れていることを念頭に｢議長国の日本は全

ての人に平等な権利をもたらすまたとない機会に恵まれている｣と指

摘し，国際社会の動きに足並みをそろえることができる等と求めた。 
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書簡のとりまとめに先立ち，エマニュエル駐日米大使は，同年２月

１５日，｢（ＬＧＢＴＱの）理解増進だけでなく，差別に対して明確

に，必要な措置を講じる｣ことを岸田首相や国会に対して求めた。 

３ 地方議員による同性カップルに対する差別的発言 

 名古屋市緑区選出の渡辺昇愛知県議会議員は，２０２２年９月，イン

ターネット上において，｢キューバはキューバです！同性結婚なんて気

持ち悪い事は絶対大反対です！｣と述べた。渡辺議員は，この発言に対

して抗議を受けたことから謝罪し，所属していた自民党を離党した。 

 渡辺議員は，２０２３年１月２４日，｢同性婚が気持ち悪いと言って

何がいけないんですか。世の中には同性婚を気持ち悪いと思う人が殆ど

です。｣｢同性がキスしたりするのは私のようなまともな人が見たらどう

思うかお分かりですよね。｣などと再び差別発言をした。これを受け，

同月２７日，差別発言を受けた当事者や支援団体などが，自民党などの

各党に対し，議員辞職勧告を求める要望書を提出した。なお，渡辺議員

は現在も愛知県議会議員（無所属）として活動している。 

 原審原告ら第１２準備書面で述べたとおり，同性カップルに婚姻を認

めない現行法が，同性愛者は異常でありその関係は異性間の関係に劣後

すると言う差別意識を生産し続けているのである。 

４ 弁護士会等による意見表明  

⑴ 日本弁護士連合会  

２０２３年２月１６日，日本弁護士連合会は，「我が国における法

制上，戸籍上の同性間での婚姻（同性婚）が認められていないことは，

性的指向が同性に向く人々の婚姻の自由を侵害し，法の下の平等に違

反するものであり，憲法１３条，１４条に照らし重大な人権侵害であ

る」ことから，「政府及び国会に対し，同性間の婚姻を認め，これに

関連する法整備を速やかに行うこと」を求める会長声明を発表した。  
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⑵ 愛知県弁護士会  

同年２月３日，愛知県弁護士会は，「愛知県議による差別的投稿に

抗議する会長声明」を発表した。この声明の目的は，（上記で述べた）

「同議員の差別的投稿に強く抗議すると共に ,性的マイノリティに向け

られる差別感情や，婚姻の平等（同性婚）など政策上の差別的課題を

解消するために，差別的言動に反対する姿勢の表明や，性的マイノリ

ティに関する研修の実施，県内外で生活する性的マイノリティがさら

される差別問題の解消に向けた同取り組み等を積極的に進めることを

要望する｣ものとされ，同会として，「性的マイノリティに向けられ

る差別を払拭し多様性を尊重する社会の実現に向けて，取り組みを推

進していく所存である」と提言している（甲Ａ６３３）。  

⑶ 鹿児島県弁護士会  

同年２月２８日，鹿児島県弁護士会は，｢前内閣総理大臣秘書官に

よる差別発言に抗議し，改めて，すべての人にとって平等な婚姻制度

の実現を求める会長声明｣を発出した。同声明では，「荒井前秘書官

の一連の発言は，同性カップルに対するむき出しの悪意・嫌悪感の表

明に他ならず，同性愛者などの性的マイノリティの尊厳を否定し，社

会から排除するものである。内閣総理大臣秘書官という政府の重職に

ある人物によるかかる発言は，社会全体に，同性愛者等性的マイノリ

ティは嫌悪されても仕方のないものであるとの誤ったメッセージを与

え，なお根強く残る性的マイノリティに対する差別や偏見を助長しか

ねず，到底容認することはできない。」とし，今後，｢性的マイノリ

ティに対する正しい理解を深め，差別を根絶するためには，差別を撤

廃するための施策や同性カップルの婚姻を可能とする法整備こそが必

要であり，差別発言をした者の更迭，総理の謝罪や担当者の任命のみ
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では，性的マイノリティが差別や偏見に晒されるという日本の現状を

変えるには不十分である。｣と述べられている（甲Ａ６３４）。  

⑷ 千葉県弁護士会  

    同年３月２日，千葉県弁護士会は，国に対して，｢現行法上同性愛

者がパートナーと家族になるための法制度が存在しないことは違憲状

態に当たると認めた東京地裁判決を受け，同性カップルの婚姻を認め

るための法制度を速やかに行う｣よう求める会長声明を発出した（甲

Ａ６３５）。  

⑸ 福岡県弁護士会  

同年３月２日，福岡県弁護士会は，「性的少数者に対する差別発言

に抗議し，改めて，早急にすべての人にとって平等な婚姻制度の実現

を求める」会長声明を発表した（甲Ａ６３６）。  

⑹ 山梨県弁護士会  

 同年３月８日，山梨県弁護士会は，｢性的少数者に対する差別発言

に抗議し，差別を撤廃するために実効性ある施策を進めると共に，同

性婚の法制化を実現することを求める｣会長談話を発表した（甲Ａ６

３７）。  

⑺ 熊本県弁護士会  

同年３月８日，熊本県弁護士会は，「内閣総理大臣秘書官による性

的少数者に対する差別発言に抗議し，改めて，法令上の性別が同じ者

の婚姻を可能とする早期の法律改正を求める｣会長声明を発出した

（甲Ａ６３８）。  

⑻ 香川県弁護士会  

同年３月８日，香川県弁護士会は，｢性的マイノリティに対する差

別発言に抗議し，速やかな同性婚の法制化を求める｣会長声明を発表

した（甲Ａ６３９）。  
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⑼ 岡山弁護士会  

同年３月１３日，岡山弁護士会は，｢性的少数者に対する差別発言

に対し強く抗議し，国に対し，性的指向及び性自認を理由とする差別

を解消するための実効性ある立法を行うことを強く求める」会長声明

を発出した（甲Ａ６４０）。  

⑽ 福島県弁護士会  

同年３月１３日，福島県弁護士会は，「前内閣総理大臣秘書官によ

る差別発言に抗議し，同性婚の法制化を即刻実現することを求める」

会長声明を発出した（甲Ａ６４１）。  

⑾ 東京弁護士会  

同年３月２９日，東京弁護士会は，「性的指向及び性自認の多様性

に関する理解の増進に関する施策を策定，実施するとともに，性的指

向及び性自認を理由とする差別の禁止を法律に明記し，あわせて同性

婚の法制化を早期に実現することを求める」会長声明を発出した（甲

Ａ６４２）。  

⑿ 山口県弁護士会  

同年３月３０日，山口県弁護士会は，「（前）内閣総理大臣秘書官

による性的少数者に対する差別発言に抗議し，改めて法令上の性別が

同じ者の婚姻を可能とする早期の法律改正を求めるとともに地方自治

体における同性パートナーシップ制度の制定を増進する」会長声明を

発出した（甲Ａ６４３）。   

⒀ 東京青年司法書士協議会  

２０２２年１２月１４日，東京青年司法書士協議会は，｢同性婚東

京地裁判決を受けて」という会長声明を発出した（甲Ａ６４４）。  
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⒁ 国際人権ＮＧＯヒューマンライツ・ナウ  

 ２０２３年３月３１日，国際人権ＮＧＯヒューマンライツ・ナウは，

「性的マイノリティに対する差別禁止及び同性婚に関する法制化を求

める声明」を発表した。同声明では，日本政府に対し，Ｇ７サミット

開催までに同性婚法制化を実現するよう要請している。  

５ 地方自治体における取組み等  

⑴ パートナーシップ制度の拡がり  

以下の地域について，新たにパートナーシップ制度が導入・施行さ

れている。２０２２年１１月に東京都でパートナーシップ制度が導入

されたことにより大幅に人口カバー率が増え，全国各自治体でのパー

トナーシップ制度導入自治体の人口カバー率は，６８％となっている

（甲Ａ６４５）。  

このうち，下記一部の都市では，「パートナーシップ・ファミリー

シップ制度」が導入され，２者のパートナーシップのみならず，家族

として暮らしている子ども（未成年者）との関係も合わせて証明する

制度が始まった。  

沖縄県浦添市  

熊本県大津町  

佐賀県唐津市  

広島県安芸高田市  

岡山県備前市  

京都府向日市  

滋賀県彦根市  

神奈川県松田町  

埼玉県川島町（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

埼玉県毛呂山町  
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埼玉県久喜市  

埼玉県狭山市  

徳島県那賀町  

宮崎県えびの市  

香川県善通寺市  

岡山県真庭市  

岡山県倉敷市  

山梨県甲州市  

埼玉県ときがわ町  

石川県白山市  

千葉県船橋市  

埼玉県草加市  

鹿児島県鹿児島市  

広島県三原市  

埼玉県日高市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

埼玉県飯能市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

埼玉県所沢市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

愛知県蒲郡市  

神奈川県寒川町  

神奈川県綾瀬市  

東京都多摩市  

千葉県市川市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

埼玉県吉川市  

青森県  

佐賀県上峰町  

徳島県美馬市  
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北海道江別市  

埼玉県深谷市  

宮崎県門川町  

宮崎県西都市  

大分県豊後大野市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

大分県竹田市  

福岡県粕屋町（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

福岡県福津市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

香川県まんのう町  

香川県琴平町  

香川県綾川町  

香川県宇多津町  

香川県さぬき市  

香川県観音寺市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

徳島県阿南市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

広島県府中町  

広島県廿日市市  

岡山県笠岡市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

兵庫県たつの市  

兵庫県姫路市  

京都府福知山市  

愛知県田原市  

愛知県高浜市  

愛知県新城市  

愛知県岡崎市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

静岡県湖西市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  
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静岡県静岡市  

岐阜県関市  

長野県駒ヶ根市  

神奈川県愛川町  

神奈川県開成町  

神奈川県山北町  

神奈川県中井町  

神奈川県二宮町  

神奈川県大磯町  

神奈川県海老名市  

神奈川県厚木市  

神奈川県平塚市  

東京都武蔵野市  

東京都北区  

埼玉県宮代町（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

埼玉県上里町  

埼玉県神川町  

埼玉県美里町  

埼玉県横瀬町  

埼玉県鳩山町  

埼玉県吉見町（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

埼玉県富士見市  

埼玉県八瀬市  

埼玉県熊谷市  

群馬県吉岡町  

栃木県野木町  
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秋田県秋田市  

北海道北見市  

北海道函館市  

福岡県  

秋田県  

東京都荒川区（荒川区同性パートナーシップ制度）  

愛知県春日井市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

宮崎県日向市  

高知県土佐清水市（パートナーシップ・ファミリーシップ登録制度）  

香川県坂出市  

徳島県鳴門市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

千葉県習志野市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

鳥取県境港市  

大阪府茨木市  

愛知県豊川市  

神奈川県清川村  

埼玉県ふじみ野市  

熊本県菊池市  

香川県三木町  

愛知県豊山町  

愛知県一宮市  

新潟県三条市（パートナーシップ・ファミリーシップ制度）  

埼玉県三郷市  

栃木県佐野市  

栃木県  

高知県黒潮町  
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広島県海田町  

岡山県美作市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

岡山県瀬戸内市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

和歌山県橋本市  

愛知県みよし市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

福井県越前市  

神奈川県座間市  

栃木県那須塩原市  

埼玉県戸田市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

高知県南国市（パートナーシップ登録制度）  

大阪府池田市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

東京都  

岡山県浅口市  

愛知県名古屋市（ファミリーシップ制度）  

長野県長野市  

石川県野々市市  

岩手県一関市  

北海道帯広市  

大分県日田市  

香川県丸亀市  

埼玉県小鹿野町  

埼玉県白岡市  

北海道苫小牧市  

広島県三次市  

埼玉県和光市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

愛知県小牧市（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  
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新潟県長岡市  

北海道岩見沢市  

熊本県菊陽町  

高知県香南市  

愛知県日進市  

埼玉県嵐山町（パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度）  

静岡県  

富山県  

東京都調布市  

千葉県柏市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

埼玉県加須市  

千葉県木更津市（パートナーシップ・ファミリー宣誓制度）  

山形県酒田市  

埼玉県新座市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

埼玉県朝霧市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

埼玉県志木市（パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度）  

福井県勝山市  

   熊本県阿蘇市  

   大阪府大阪市（ファミリ－シップ宣誓制度）  

なお，大阪市は，大阪府，堺市，貝塚市，枚方市，茨木市，富田林

市，大東市，交野市と｢パートナーシップ宣誓証明制度の自治体連携

に関する協定｣を締結している。この提携により，２０２２年９月以

降，大阪市に転入する際に継続申告書や必要書類を提出することで，

転出自治体への証明書の返還等の手続きが不要となる。  
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⑵ 東京都小金井市議会による意見書  

小金井市議会では，２０２１年１２月２２日，「同性婚の法制化を

求める意見書」が可決された。なお，反対票を投じたのは，国会での

与党である自民党及び公明党であった。 

⑶ 京都府京田辺市議会による意見書 

 京田辺市議会は，２０２１年３月２９日，「同性婚の法制化に関す

る議論の促進を求める意見書」を全会一致で可決した。 

⑷ 北海道歌志内市議会による意見書 

  歌志内市議会は，２０２１年６月１７日，「同性婚の法制化に向け

た議論の開始を求める意見書」を可決した。 

⑸ 東京都町田市議会による意見書 

  町田市議会は，２０２１年１２月２２日，「同性婚を認める法改正

に向けた議論の促進を求める意見書」を可決した。 

⑹ まとめ    

以上のように，同性カップルの抱える困難を少しでも解消するため，

地方自治体レベルで人権擁護のための施策が取られている。しかし，

その内容は法的拘束力のあるものではない上，地域毎に異なるため，

当事者らの抱える不利益の大きさは何ら変わっていない。 

このように，地方自治体の努力だけで当事者らの抱える困難を解消

できないことは明らかであるのに，同性婚法制化の必要性から目を背

け続け，差別的な制度を温存する国の不作為は許容することができな

い。 

６ 国民の意識のさらなる変化  

⑴ ＮＨＫによる世論調査  

 ２０２３年２月１０日から同月１２日にかけて，全国の１８歳以上

を対象に電話世論調査を実施した。 
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同調査では，「男性どうし，女性どうしの結婚を法律で認めるかど

うか」について，「賛成」が５４％，「反対」が２９％であった。な

お，支持政党別に見ても，与党支持層，野党支持層，無党派層とも

「賛成」が半数を超え「反対」を上回っていた。年代別で見ると，７

０代以上では賛否が割れているものの拮抗しており，６０代までの年

代では「賛成」が６０％を超えて多数となっている。  

  ⑵ 朝日新聞及び日本経済新聞社による電話世論調査  

２０２３年２月１８日，１９日両日に朝日新聞が電話で実施した全

国世論調査によれば，「男性同士，女性同士の結婚を法律で認めるべ

きか」との質問に対し，「認めるべきだ」との回答は７２％に上り，

「認めるべきでない」との回答の１８％を大幅に上回った（甲Ａ６４

６）。 

また，同年２月に日本経済新聞社が行った世論調査では，同性間の

婚姻を法律で認めるべきとする意見が６５％を占め，認めるべきでは

ないとする意見（２４％）を大きく上回る結果となった（甲Ａ６４

７）。 

さらに，同年３月１０日～１３日に時事通信が実施した世論調査に

よれば，同性婚を法的に認めることへの賛否を尋ねたところ，｢賛成｣

が５６.７％に上り,｢反対｣（１８.３％）の３倍を超えた。そして，

自民党支持層に限っても，賛成４４.８％であり，反対（２８.７％）

を大きく上回った（甲Ａ６４８）。 

⑶ 毎日新聞による世論調査  

 ２０２３年２月１８日，１９日の両日，荒井前秘書官の発言を受け

て，毎日新聞による全国世論調査が実施された。日本で性的少数者の

人権が守られていると思うかという質問に対して，「守られていると
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思う」との回答は１５％にとどまり，「守られているとは思わない」

の６５％を大きく下回った。  

 また，同性婚を法的に認めることについては，「賛成」が５４％で，

「反対」の２６％を上回った。「賛成」は若い世代ほど多く，１８歳

～２９歳では約８割，３０代と４０代では約７割，５０代でも６割近

くを占めた。なお，調査方法が異なるため単純に比較できないが，２

０１５年３月の同紙による調査では，同性婚に賛成が４４％，反対は

３９％であり，賛成意見が増加していることがうかがえる。  

⑷ 読売新聞による世論調査  

 ２０２３年２月，読売新聞は，電話により全国世論調査を実施した。  

 同調査では，「あなたは，男性同士，女性同士が結婚する「同性婚」

を法的に認めることに賛成ですか，反対ですか」との問いに対して，

賛成６６％，反対２４％であった。  

⑸ ＦＮＮ（フジニュースネットワーク）による世論調査  

 ２０２３年２月，ＦＮＮ（フジニュースネットワーク）は，全国世

論調査を実施した。 

 同調査では，「男性どうし，女性どうしの結婚，同性婚を法律で認

めることに賛成か，反対か。」という問いに対して，賛成７１％，反

対１９.６％であった。 

⑹ まとめ  

このように，同性婚法制化に対する賛成意見が過半数を上回る状態

が続いており，その割合は増加傾向にある。特に若年層はその大多数

が賛成の意見を有しているが，高年齢層でも賛成意見が増えている。 

これまでも繰り返し述べてきたとおり，日本社会は，同性婚法制化

を受け入れる準備が十分に整っているのである。 
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第３ 企業等の取組み  

 １ 経団連会長による発言  

 日本経済団体連合会（経団連）の十倉雅和会長は，２０２３年３月２

０日，世界では「理解増進ではなくて差別を禁じ，同性婚を認める流れ

にある」と指摘したうえで，「理解増進の法案を出すことですら議論を

しているというのは，いかがなものか」と話し，同性婚法制化がなかな

か進まない状況を厳しく批判した。  

２ 同性婚法制化に賛同する企業の増加  

   「Ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｆｏｒ Ｍａｒｒｉａｇｅ Ｅｑｕａｌｉｔｙ」

に賛同し，同性婚の実現に対する賛成意見を表明する企業は，同キャン

ペーンが発足した２０２０年１１月１８日時点の４６社から，３６８社

（２０２３年３月３１日現在）にまで増加している。  

 

第４ 諸外国における取組み  

アンドラ公国では，２０２２年７月２１日に，同性間の婚姻を認める

よう家族法の修正に関する改正法案が議会で承認され，同年８月１７日

に公布された。 

また，キューバでは，２０２２年９月２５日に同性間の婚姻の合法化

を含む家族法改正が国民投票にかけられ，圧倒的多数で承認された。 

さらに，スロヴェニアにおいて，２０２２年１０月４日に，東欧で初

めて同性間の婚姻が制度的に可能となった（報道のみ）。 

以上  
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